
勤務必要経費
（ 図書費、衣服費、交際費）

勤務費用の
概算控除（ 1/2）

他の所得と の
負担調整（ 1/2）

資格取得費
弁護士、税理士、
公認会計士など

資格取得費
（ 上記の資格を 除く ）

（ 　 　 　   　 ）

研修費

通勤費

転居費

帰宅旅費

拡
充

従
来

給
与
所
得
控
除

控
除
額

65 万円の上限

比較

★所得の種類と所得金額の計算方法

※　 給与所得における 特定支出額については､

　 特定支出の範囲に､①弁護士・ 公認会計士・

　 税理士など ､法令の規定に基づいてその資格

　 を有する 者に限っ て特定の業務を営むこ と が

　 でき る 資格の取得費、②職務と 関連のあ る 図

　 書の購入費・ 職場で着用する 衣服費・ 職務に

　 通常必要な交際費・ 職業上の団体経費と いっ

　 た勤務必要経費が追加さ れま し た。 勤務必要

　 経費は 65 万円が上限と なり ます。 また、 特定

　 支出控除の適用判定の基準が、 給与所得控除

　 額の総額から 給与所得控除額の２ 分の１ に緩

　 和さ れま し た。 （ 特定支出控除の適用を 受け

　 る ためには、 税務署への確定申告が必要。）

所得の種類

営業、 農業等の事
業をし ている 場合
に生じ る 所得

地代、 家賃、 権利

金など

公債、 社債、 預貯

金など の利子

株式や出資金の配

当など

サラ リ ーマン の給

料など

公的年金等、 原稿
料など 他の所得に
あてはま ら ない所得

山林を 売った場合

に生じ る 所得

土地など の財産を
売った場合に生じ
る 所得

退職金、 一時恩給

など

賞金、 当選金や生
命保険の満期一時
金など

所得金額の計算方法

収入金額－必要経費＝事業所得の金額

収入金額－必要経費＝不動産所得の金額

収入金額＝利子所得の金額
（ 所得税で源泉分離課税さ れる 利子所得には、 道
府県民税利子割が分離課税さ れま す。）

収入金額－株式など の元本取得のために要し た
負債の利子＝配当所得の金額

収入金額－（ 給与所得控除額＋特定支出額が給与
所得控除額の 1/2 を 超える 場合における その超
える 部分の金額）＝給与所得の金額

次の①と ②の合計額
①公的年金等の収入金額－公的年金等控除額
②①を 除く 雑所得の収入金額－必要経費

収入金額－必要経費－特別控除額＝山林所得の
金額

収入金額－資産の取得価額など の経費－特別控
除額＝譲渡所得の金額

（ 収入金額－退職所得控除額） ×1/2＝退職
所得の金額
※　 勤続年数５ 年以下の法人役員等
　 収入金額－退職所得控除額＝退職所得の金額

収入金額－必要経費－特別控除額＝一時所得の
金額（ 1/2 の額が課税対象です。）

事 業 所 得

不 動 産 所 得

利 子 所 得

配 当 所 得

給 与 所 得

雑 所 得

山 林 所 得

譲 渡 所 得

退 職 所 得

一 時 所 得
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■給与所得

　 給与収入から 給与所得は下記の計算式で求めら れま す。

給与等の収入金額の合計金額

1 円～　 550, 999 円ま で

551, 000 円～ 1, 618, 999 円ま で

1, 619, 000 円～ 1, 619, 999 円ま で

1, 620, 000 円～ 1, 621, 999 円ま で

1, 622, 000 円～ 1, 623, 999 円ま で

1, 624, 000 円～ 1, 627, 999 円ま で

1, 628, 000 円～ 1, 799, 999 円ま で

1, 800, 000 円～ 3, 599, 999 円ま で

3, 600, 000 円～ 6, 599, 999 円ま で

6, 600, 000 円～ 8, 499, 999 円ま で

8, 500, 000 円以上

給与所得の金額

0 円

1, 069, 000 円

1, 070, 000 円

1, 072, 000 円

1, 074, 000 円

収入金額 ×90％－1, 100, 000 円

収入金額－1, 950, 000 円

収入金額の合計額から 550, 000 円を控除し た金額

4, 000
収入金額

（ 　 　 　 　 ）小数点以下
切り 捨て ×4, 000×60％＋100, 000 円

4, 000
収入金額

（ 　 　 　 　 ）小数点以下
切り 捨て ×4, 000×70％－80, 000 円

4, 000
収入金額

（ 　 　 　 　 ）小数点以下
切り 捨て ×4, 000×80％－440, 000 円

※　 平成３ ０ 年度税制改正によ り 、 令和３ 年度から 給与収入が 850 万円を 超える 場合

　 の給与所得控除額は 195 万円が上限と なり ま し た。

　 　 ま た、 控除上限額引き 下げの対象と なる 給与所得者の方のう ち、 子育てや介護に

　 対し て配慮する 観点から 、 負担増が生じ ないよ う にする ための措置と し て、 所得金

　 額調整控除が導入さ れま し た。

　 対象者： 給与収入額が 850 万円を超える 方で次の要件のいずれかに該当する 人

　 　 　 　 　 　 ①　 本人が特別障害者に該当する 人

　 　 　 　 　 　 ②　 ２ ３ 歳未満の扶養親族を 有する 人

　 　 　 　 　 　 ③　 特別障害者である 同一生計配偶者ま たは扶養親族を有する 人

　 控除額： 給与収入額【 1, 000 万円を 超える 場合は 1, 000 万円】 から 850 万円を 控除

　 　 　 　 　 し た額の１ ０ ％に相当する 金額　 ⇒　 控除額は最高で 15 万円
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■雑所得

　 公的年金等の収入に対する 雑所得は下記の計算式で求めら れま す。

　 公的年金等の中には遺族年金・ 障害年金など の非課税所得は含ま れま せん。

受給者の年齢 公的年金等の収入金額 雑所得の金額

６５歳以上
（昭和３５年１月１日

　以前生まれの人）

６５歳未満
（昭和３５年１月２日

　以降生まれの人）

 1, 100, 000 円以下
 1, 100, 001 円～ 3, 299, 999 円ま で
 3, 300, 000 円～ 4, 099, 999 円ま で
 4, 100, 000 円～ 7, 699, 999 円ま で
 7, 700, 000 円～ 9, 999, 999 円ま で
10, 000, 000 円以上

0 円
1, 100, 000 円

275, 000 円
685, 000 円

1, 455, 000 円
1, 955, 000 円

0 円
600, 000 円
275, 000 円
685, 000 円

1, 455, 000 円
1, 955, 000 円

　 公的年金等によ る 収入のみの方が、 お子さ んなど の

　 税金上の控除対象扶養者と なる こ と ができ る のは

６ ５ 歳以上の人 158 万円以下

６ ５ 歳未満の人 108 万円以下｛

600, 000 円
600, 001 円

1, 300, 000 円
4, 100, 000 円
7, 700, 000 円

10, 000, 000 円

以下
～ 1, 299, 999 円ま で
～ 4, 099, 999 円ま で
～ 7, 699, 999 円ま で
～ 9, 999, 999 円ま で
以上

収入　 　 　  －
収入 ×75％－
収入 ×85％－
収入 ×95％－
収入　 　 　  －

収入　 　 　  －
収入 ×75％－
収入 ×85％－
収入 ×95％－
収入　 　 　  －

※　「 ６ ５ 歳未満」 である かど う かの判定は、 収入のあっ た年の１ ２ 月３ １ 日の年齢に

　 よ り ま す。

※　 公的年金等によ る 所得以外の所得に係る 合計所得金額が 1, 000 万円超 2, 000 万円

　 以下の場合は所得金額に 10 万円を加算、 2, 000 万円超の場合は 20 万円を加算し て

　 計算し てく ださ い。

※　 その年の給与所得控除後の給与等の金額と 公的年金等に係る 雑所得の金額がある

　 納税義務者で、 その合計額が 10 万円を 超える 場合には、 所得金額調整控除を 適用

　 し 、 総所得金額の計算において、 給与所得の金額から 下記控除額を控除し ま す。

〔 控除額〕

　 給与所得控除後の給与等の金額（ 10 万円超の場合は 10 万円）＋

　 　 公的年金等に係る 雑所得の金額（ 10 万円超の場合は 10 万円）－10 万円
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■所得控除

　 所得控除と は、 税金を 納める 方の個人的な事情（ 同一生計配偶者や扶養親族がいる
かど う か、 ま た、 病気や災害など によ る 出費がある かど う かなど ） を 考慮し て、 実情
に応じ た税負担を求める ために、 所得金額から 差し 引く こ と になっ ている も のです。

種　類

雑 損 控 除

医療費控除

社会保険料

控　　　除

小規模企業
共済等掛金
控　　　除

生命保険料

控　　　除

医療費控除

の特例制度

（セルフメ

ディケー

ション税制）

内　　　　　　　　容

前年中に災害や盗難など によ り 資産に損害を受けた場合

①（ 損失額－保険等の補てん額）－（ 総所得金額等 ×10％）

②災害関連支出の金額－5 万円

※東日本大震災の被災者支援等によ る 特例あり

あなたやあなたと 生計を一にする 親族のため、 前年中に支

払った医療費

※医療費控除の特例制度と は、 いずれかを選択適用と なり

　 ま す（ 重複適用は不可）。

前年中に支払った社会保険料（ 国民健康保険税、 国民年金、

雇用保険、 厚生年金、 農業者年金、 後期高齢者医療保険料、

介護保険料など）

前年中にあなたやあなたの親族を受取人と する 生命保険契

約等に基づいて支払った保険料（ 一般の生命保険料、 個人

年金保険料、 介護医療保険料）

①旧契約（ 生命保険、 個人年金）※平成２ ３ 年１ ２ 月３ １ 日以前の契約

　 ○15, 000 円以下　 …………………支払保険料の金額

　 ○15, 000 円を超え 40, 000 円ま で　 …支払保険料 ×1/2＋  7, 500 円

　 ○40, 000 円を超え 70, 000 円ま で　 …支払保険料 ×1/4＋17, 500 円

　 ○70, 000 円超　 ……………………35, 000 円

②新契約（ 生命保険、 個人年金、 介護医療保険）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※平成２ ４ 年１ 月１ 日以降の契約

　 ○12, 000 円以下　 …………………支払保険料の金額

　 ○12, 000 円を超え 32, 000 円ま で　 …支払保険料 ×1/2＋  6, 000 円

　 ○32, 000 円を超え 56, 000 円ま で　 …支払保険料 ×1/4＋14, 000 円

　 ○56, 000 円超　 ……………………28, 000 円

健康の維持増進・ 疾病の予防のための一定の取組を行って

いる 方で、 あなたやあなたと 生計を一にする 親族のために

支払った特定一般用医薬品等の購入費

※一定の取組や対象と なる 特定一般用医

　 薬品等の詳細については、 右記QRコ ード

　 の厚生労働省ホームページにて確認でき

　 ま す。

前年中に支払った小規模企業共済掛金と 心身障害者扶養共

済掛金

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

控除金額

左記の①・ ②のう ち多い

方の金額

差引負担額（ 支払った医

療費の総額－保険金等で

補てんさ れる 金額）－（ 10

万円か総所得金額等 ×５

％のいずれか少ない金額）

【 最高限度額 200 万円】

支払った社会保険料の全

額

支払金額の全額

左記の式で計算し た金額
最高限度額
① 旧 契 約
生 命 保 険 料 35, 000 円
個人年金保険料 35, 000 円
　 　 合計 70, 000 円
② 新 契 約
生 命 保 険 料 28, 000 円
個人年金保険料 28, 000 円
介護医療保険料 28, 000 円
　 　 合計 70, 000 円
※　 新旧両契約の一般生
　 命保険、 個人年金保険
　 料控除の適用を受ける
　 場合には、 それぞれの
　 上限は 28, 000 円と な
　 り ま す。

差引負担額（ 支払った特

定一般用医薬品等の購入

費－保険金等で補てんさ

れる 金額）－12, 000 円

【 最高限度額 88, 000 円】
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納税義務者の合計所得金額

（ 　 ） は給与収入の場合

（ 　 ） は給与収入の場合

配偶者の合計所得金額

900 万円以下

（ 1, 095 万円以下） （ 1, 095 万円超
1, 145 万円以下）

（ 1, 145 万円超
1, 195 万円以下）

（ 1, 195 万円超）

配偶者（特別）控除による控除金額

配
偶
者

控
除

配
偶
者
特
別
控
除

適
用
除
外

900 万円超〜
950 万円以下

950 万円超〜
1,000 万円以下

1,000 万円超

48 万円以下
（ 1, 030, 000 円以下）

48 万円超　 100 万円以下
（ 1, 030, 001 円〜1, 550, 000 円ま で）
100 万円超　 105 万円以下

（ 1, 550, 001 円〜1, 600, 000 円ま で）
105 万円超　 110 万円以下

（ 1, 600, 001 円〜1, 667, 999 円ま で）
110 万円超　 115 万円以下

（ 1, 668, 000 円〜1, 751, 999 円ま で）
115 万円超　 120 万円以下

（ 1, 752, 000 円〜1, 831, 999 円ま で）
120 万円超　 125 万円以下

（ 1, 832, 000 円〜1, 903, 999 円ま で）
125 万円超　 130 万円以下

（ 1, 904, 000 円〜1, 971, 999 円ま で）
130 万円超　 133 万円以下

（ 1, 972, 000 円〜2, 015, 999 円ま で）

33 万円

31 万円

26 万円

21 万円

16 万円

11 万円

6 万円

3 万円

33 万円

38 万円

22 万円

26 万円

11 万円

13 万円

22 万円

21 万円

18 万円

14 万円

11 万円

8 万円

4 万円

2 万円

11 万円

11 万円

9 万円

7 万円

6 万円

4 万円

2 万円

1 万円

老人控除対象配偶者

　 前年１ ２ 月３ １ 日現在（ 年の中途で死亡し た人はその死亡日現在）で、

生計を 一にする 配偶者（ 内縁は含ま ない） を 有する 納税義務者は、 自

身の合計所得金額及び配偶者の合計所得金額に応じ て 、 下表の区分に

応じ た控除金額によ り 、 配偶者控除又は配偶者特別控除の適用を 受け

る こ と ができ ま す。（ ただし 、 事業専従者は除く ）

内 　 容 　 及 　 び 　 控 　 除 　 金 　 額種　類

配偶者控除

配  偶  者

特 別 控 除

　 令和２ 年分の収入から 、 給与所得控除額が一律 10 万円引き 下げら れ、 基礎控除額
を同額引き 上げたこ と によ り 、 配偶者控除及び配偶者特別控除の適用が受けら れる 配
偶者の合計所得金額の上限が 10 万円引き 上げら れていま す。

１９

市 

民 

税



合
計
所
得
金
額

（ 　 　 　 　 　  ）

種　類

勤 労 学 生

控 　 　 除

内　　　　　　容 控 除 金 額

260, 000 円

ひ と り 親

控 　 　 除

前年１ ２ 月３ １ 日現在、 婚姻をし ていない人や、 配偶者の生死の明

ら かでない人のう ち、 次の要件をすべて満たすも の

( １ ) 生計を一にする 子（ 前年の総所得金額等が 48 万円以下 ) がいる

※他の納税者の同一生計配偶者や扶養親族と さ れている 方は除く

( ２ ) 前年の合計所得金額が 500 万円以下である

( ３ ) 事実上婚姻関係と 同様の事情にある と 認めら れる も のがいない

300, 000 円

障害者控除

寡 婦 控 除

本人、 同一生計配偶者、 扶養親族が障がい者である 場合

※扶養親族が同居の特別障害者である 場合は同居特別障害

　 者の額と なり ま す。

①夫と 離婚し た後婚姻を し ていない人のう ち、 次の要件を

すべて満たすも の。

( １ ) 子以外の扶養親族（ 前年中の合計所得金額が 48 万円以下）

がいる

( ２ ) 前年中の合計所得金額が 500 万円以下である

( ３ ) 事実上婚姻関係と 同様の事情にある と 認めら れる 人がいない

②前年１ ２ 月３ １ 日現在、夫と 死別し た後婚姻をし ていない人や、夫の

生死の明ら かでない人で、 上記 ( ２ ) 及び ( ３ ) の要件を 満たすも の

※ひと り 親に該当する 方を 除き ま す。

260, 000 円

260, 000 円

地震保険料

控　　　除

前年中に居住用家屋等に係る 損害保険契約等に基づいて支

払った地震保険料

　 ○50, 000 円以下

　 ○50, 000 円超

※経過措置と し て平成１ ８ 年１ ２ 月３ １ 日ま でに締結し た

　 長期損害保険料は、 従前の長期損害保険料控除のと おり

　 控除でき る 。

　 ○5, 000 円以下

　 ○5, 000 円を超え15, 000 円ま で

　 ○15, 000 円超

長期損害保険料控除分と 地震保険料控除分を併せて適用す

る 場合、 それぞれについて計算し た額の合計額（ 最高限度

額 25, 000 円）

…………………支払保険料の 1/2 金額　 　 　

……………………25, 000 円（ 最高限度額）　 　  

……………………支払保険料の金額　 　 　 　 　  

…支払保険料 ×1/2＋2, 500 円  

……………………10, 000 円　 　 　 　 　 　 　 　 　

左記の式で計算し た金額

最高限度額 25, 000 円

扶 養 控 除

基 礎 控 除

前年１ ２ 月３ １ 日現在（ 年の中途で死亡し た人はその死亡日現在） で生計を一にする 親

族や都道府県知事に養育を委託さ れた児童、 養護を委託さ れた老人で、 前年の合計所

得金額が 48 万円以下の人（ ただし 、 事業専従者は除く ）

一般扶養親族

特定扶養親族

老人扶養親族 （ ７ ０ 歳以上）

同 居 老 親 等 （ ７ ０ 歳以上）

…………………………………1 人につき 330, 000 円

…………………………………1 人につき 450, 000 円

……………………………………1 人につき 380, 000 円

……………………………………1 人につき 450, 000 円

１ ６ 歳～１ ８ 歳
２ ３ 歳～６ ９ 歳

（ 　 　 　 　 　  ）１ ９ 歳以上
２ ３ 歳未満

納税義務者の前年の合計所得金額
に応じ て適用を受ける こ と ができ
ま す。

430, 000 円

290, 000 円

150, 000 円

0 円

2, 400 万円以下

2, 400 万円超 2, 450 万円以下

2, 450 万円超 2, 500 万円以下

2, 500 万円超

大学や高校など の学生や生徒で、 前年の合計所得金額が

75 万円以下、 かつ、 給与所得等以外の所得が 10 万円以

下である 人

300, 000 円（ 特別障害者）

530, 000 円（ 同居特別障害者）
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寄 附 金

税 額 控 除

調 整 控 除

■事業専従者控除

　 生計を 一にする 親族（ １ ５ 歳以上） が１ 年のう ち６ カ月を 超える 期間を 事業に専ら

従事し ている 場合には、 次の金額が控除でき ま す。

区　分 控　　除　　額

青色申告者

白色申告者

支払った給与の金額（ 税務署長の承認が必要です。）

事業専従者１ 人につき 次の①②のいずれか低い金額
①配偶者 86 万円・ その他の親族 50 万円
②事業所得 ÷（ 事業専従者の人数＋１ ）

※　 事業専従者は、 配偶者控除・ 配偶者特別控除・ 扶養控除から 除き ま す。

■税額控除

　 配当所得がある 場合など は、 算出さ れた所得割額から 次によ る 控除額が差し 引かれ

ま す。

■定額減税（特別税額控除）

　 同一生計配偶者（ 控除対象配偶者及び国外居住者を 除く 。） については、 令和７ 年

度市民税・ 県民税の所得割額において、 １ 人につき １ 万円が控除さ れま す。

控除の種類 控除の内容

課税所得金額の

1, 000 万円以下

の部分に含ま れ

る 配当所得

課税所得金額の

1, 000 万円を超

える 部分に含ま

れる 配当所得

所得税の住宅ロ ーン控除適用者で、 控除し き れない

額がある 場合、 市民税・ 県民税から 控除さ れる も の

税源移譲に伴い、 所得税と 市民税・ 県民税の人的控

除の差額から 生じ た負担を、 調整し 控除する も の

地方公共団体（ 都道府県・ 市区町村） への寄附金

住所地の都道府県共同募金会及び日本赤十字社支部

への寄附金

市の条例や県の条例で指定さ れた団体への寄附金

外国で所得税、 県民税・ 市民税に相当する 税を課さ れた場合で、 所得税と

県民税所得割額から 控除し き れなかった額は、 所得税の外国税額控除限度

額の１ ８ ％を限度と し て市民税の所得割額から 控除する も の

２ ８ 、２ ９ ページ参照

３ ６ 、３ ７ ページ参照

２ ６ 、２ ７ ページ参照

２ ４ 、２ ５ ページ参照

配 当 控 除

住宅借入金等

特別税額控除

外 国 税 額

控 除

私募証券投資信託等

利益の配当等

市民税

県民税

市民税

県民税

１ . ６ ％

１ . ２ ％

０ . ８ ％

０ . ６ ％

０ . ８ ％

０ . ６ ％

０ . ４ ％

０ . ３ ％

０ . ４ ％

０ . ３ ％

０ . ２ ％

０ . １ ５ ％

外貨建等以外の
証券投資信託

外貨建等証券
投資信託

種類

税目
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　 市民税・ 県民税の所得割は、 各種の所得金額を 合計し て税額を 計算する 総合課税を

原則と し ていま すが、 土地・ 建物等の譲渡所得等については、 他の所得と 分離し て所

得割を課税する 特例が設けら れていま す。

（１） 土地 ・ 建物等に係る譲渡所得

　　　① 税額の計算方法

　　　　　　土地・ 建物等の譲渡所得に係る 税額は、 次の計算方法によ り 算出さ れたも のに

　 　 よ り ま す。

　　　　　　課税譲渡所得金額 （※） × 税率

　　　　　※　 課税譲渡所得金額（ 他の所得から 控除し き れなかった所得控除額等があ

　 　 　 　 　 る 場合は、 譲渡所得金額から その額を 差し 引いた後の金額と なり ま す。）

　 　 　 　 　 　 ＝譲渡価格－（ 取得費＋譲渡費用）－特別控除額

　　　② 譲渡所得の区分等

　 　 　 土地・ 建物等の譲渡所得については、 譲渡し た年の１ 月１ 日における 所有期間

　 　 が、 ５ 年を 超える も のは「 長期譲渡所得」 に、 ５ 年以下のも のは「 短期譲渡所得」

　 　 に区分さ れ、 その税率等は、 次のと おり と なり ま す。

■土地 ・ 建物等の譲渡所得等に係る分離課税

　 区 分 　 税額の計算方法
税　 　 　 率

市民税 県民税

一　 　 　 　 般 課税長期譲渡所得金額 × 税率

課税長期譲渡所得金額 × 税率

課税長期譲渡所得金額 × 税率

－（ 市民税： １ ２ 万円・

県民税：  ８  万円）

３ ％ ２ ％

２ . ４ ％ １ . ６ ％

３ ％ ２ ％

課税長期譲渡所得金額 × 税率

課税長期譲渡所得金額 × 税率

－（ 市民税： ３ ６ 万円・

県民税： ２ ４ 万円）

２ . ４ ％ １ . ６ ％

３ ％ ２ ％

※収用等によ り 代替資産を 取得し たと き の特別控除が適用さ れる 場合は、

こ の特例の適用はあり ま せん。

２ , ０ ０ ０ 万円
以下の場合

２ , ０ ０ ０ 万円
超の場合

６ , ０ ０ ０ 万円
以下の場合

６ , ０ ０ ０ 万円
超の場合

優良住宅地等

に係る も の

（ 特定分）

居住用財産

に係る も の

（ 軽課分）

課税長期

譲渡所得

一　 　 　 　 般 課税短期譲渡所得金額 × 税率 ５ . ４ ％ ３ . ６ ％

国又は地方公共団体等
に対する 譲渡（ 軽減分）

課税短期譲渡所得金額 × 税率 ３ ％ ２ ％

課税短期

譲渡所得
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所得の区分

株式等の譲渡

上場株式等の配当

先物取引

３ ％ ２ ％

一般株式等

上場株式等

市民税 県民税

　 退職金には、 所得税と 市民税・ 県民税がかかり ま すが、 長年の勤労の対価と 老後の

安定と いう 意味合いから 、 他の所得と は分離し て税負担が軽く なる よ う に配慮さ れて

いま す。 通常の場合、 市民税・ 県民税は前年の所得に対し て課税さ れま すが、 退職所

得では「 現年分離課税」 と いっ て、 所得税と 同様に退職金の支払いを受ける と き に税

額が徴収さ れま す。

※　 市民税・ 県民税における 上場株式等に係る 配当所得等については、 所得税の確

　 定申告で選択し た課税方式と 同様の課税方式が適用さ れま す。

　 　 令和４ 年度税制改正によ り 、 令和６ 年度分以後の年度分から 所得税と 市民税・

　 県民税と で異なる 課税方式が選択でき なく なり ま し た。

　 　 な お、 令和５ 年度分以前の年度分において は、 上場株式等に係る 配当所得等

　 について、 所得税の確定申告で住民税（ 市民税・ 県民税） について 当該所得に

　 関し 「 全部の申告不要」 を 選択し た 場合又は市民税・ 県民税の納税通知書の送

　 達ま でに所得税の確定申告と は別に市民税・ 県民税申告書付表を 提出し た 場合

　 は、 所得税と 異なる 課税方式を 選択する こ と が可能と さ れていま し た。

■退職所得に関する分離課税

（退職金－退職所得控除額）×1/2×(市民税 6％・県民税 4％）＝税額

●税額の算出

●退職所得控除額

退職所得控除額は退職し た人の勤続年数に応じ て決ま り ま す。

勤続年数（1 年未満の端数切り上げ）

２０年以下の場合

２０年を超える場合

退 職 所 得 控 除 額

40 万円 × 勤続年数（ 80 万円に満たないと き は 80 万円）

800 万円＋70 万円 ×（ 勤続年数－20 年）

※

※　 勤続年数５ 年以下の法人役員等については、 1/2 課税（ ×1/2） は適用さ れま せん。
※　 勤続年数５ 年以下の法人役員等以外の退職金についても 、 退職所得控除額を控除し た
　 残額の内３ ０ ０ 万を超える 部分には 1/2 課税（ ×1/2） が適用さ れま せん。

（２）その他

（株式等に係る譲渡所得等）
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